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は し が き 

 

 

 この報告書は、令和３（2021）年度における本県の県民経済計算を取りまと

めたものです。 

 県民経済計算は、本県における一年間の様々な経済活動の成果を、生産・分

配・支出の三面の経済循環から体系的に把握し、経済の規模、産業構造、県民

所得水準など県経済の実態を総合的に表したもので、国民経済計算（いわゆる

ＧＤＰ統計）の県版に当たります。 

 現行の県民経済計算は、国民経済計算の考え方や仕組みに準じて作成して 

おり、基本的には平成２１年に国際連合で採択された[System of National 

Accounts 2008 （2008SNA）]に基づいて推計を行っています。 

 本書を各種行政施策や経済分析等の基礎資料として、幅広く活用していただ

ければ幸いです。 

なお、本県では、内閣府経済社会総合研究所が示す「県民経済計算標準方式

（平成２７年基準版）」及び「県民経済計算推計方法ガイドライン（平成２７年

基準版）」に準拠して推計しておりますが、精度の向上に今後も努めて参りたい

と考えております。 

終わりに、この推計に当たりまして、貴重な資料の御提供及び御指導をいた

だきました関係各位に対し、厚く御礼を申し上げますとともに、今後とも一層

の御指導、御協力をお願いいたします。 

 

 

令和６年３月 

 

 

山梨県 県民生活部 統計調査課  



利 用 に 当 た っ て 

 

１  県民経済計算は、本県における経済活動の成果を、生産・分配・支出の三

面の経済循環から体系的に把握し、経済の規模、産業構造、県民所得水準な

ど県経済の実態を総合的に表したものです。 
    

２ 県民経済計算は、国際連合統計委員会の勧告[System of National Accounts 

2008（2008SNA）]に基づき内閣府が示した「県民経済計算標準方式（平成

２７年基準版）」及び「県民経済計算推計方法ガイドライン（平成２７年

基準版）」に準拠して、推計しています。 
 

３  県民経済計算は、基幹統計などの統計調査のほか、関係機関の決算書や直

接照会により得られる多くのデータを用いて推計していますが、統計調査の

中には毎年実施されないものも多く、実施されない期間（中間年次）につい

ては、統計的処理により求めた数値を用いています。このため、新しい調査

結果が公表された時は、そのデータを使って過去に遡り改定しています。 

また、同時に、精度向上を図るため、推計方法についても絶えず見直しを

行い、平成２３年度まで遡って再推計しているため、過去に公表した数値と

異なったものとなっています。このため、過去の計数を必要とする場合には

本報告書を御利用ください。 

なお、平成２２年度以前（平成２３年基準）と平成２３年度以降（平成２７

年基準）では推計方法が異なっているため、比較が困難であることに御注意

ください。 
 

４  １人当たり県民所得は、「県民雇用者報酬、財産所得、企業所得」により

構成されている県民所得を、総人口（国勢調査の調査対象年の推計において

は「国勢調査」（総務省）、中間年は「補間補正人口」（総務省）、最新の国勢

調査以降の推計では「１０月１日現在推計人口」（総務省））で除したもので

す。したがって１人当たり県民所得は、企業所得なども含む県経済全体の水

準を表すものであって、個人の給与や実収入額などとの比較はできませんの

で御注意ください。 
 

５  在庫品に関する数値は、在庫品評価調整（期首、期末の帳簿価格の差額と

して得られる名目的な在庫の増減から、期中における価格変動による増減分

を除き、在庫の実質的な増減のみを取り出すための調整計算のこと。）後の

ものです。 
 

６  四捨五入の関係で、各表における内訳の合計が総数と一致しない場合が 

あります。 
 

７  表中の記号の用法は、次のとおりです。 

「０.０」：単位未満 

「－」 ：該当数字なし又は計算していない 

「△」 ：負数 
 

８  本報告書で表章している国の計数は、『2021（令和３）年度国民経済計算

年次推計』（内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部 令和４年１２月公表）

によるものです。 



(1) 産　　出　　額

　（市場価格表示）

(2) 県内総生産（生産側）

　（市場価格表示）

(3) 県内純生産

　（市場価格表示） 生産・輸入品に課される税

（控除）補助金

(4) 県民総所得

　（市場価格表示）

(5) 県民純生産

　（要素費用表示）

(6) 県民所得（分配）

　（要素費用表示）

民間最終消費支出 ＋ 政府最終消費支出 ＋ 県内総資本形成

(7) 県内総生産（支出側）

　（市場価格表示） ＋ 財貨･ｻｰﾋﾞｽの移出入（純） ＋ 統計上の不突合

(8) 県民総所得

　（市場価格表示）

  注　・各項目の枠は例示であり、枠の大きさと実際の数値とは関連がありません。

　　　・四捨五入の関係で、内訳の合計が総計と一致しない場合があります。

　○　(2)県内総生産（生産側）（市場価格表示）＝(1)産出額－中間投入額＝(7)県内総生産（支出側）

　○　(3)県内純生産（市場価格表示）＝(2)県内総生産－固定資本減耗

　○　県内純生産（要素費用表示）＝(3)県内純生産（市場価格表示）－(生産・輸入品に課される税－補助金）

　○　(5)県民純生産（要素費用表示）＝県内純生産（要素費用表示）＋県外からの所得(純)＝(6)県民所得（分配）

　○　(4)県民総所得＝(2)県内総生産（市場価格表示）＋県外からの所得(純)

財産所得（非企業部門） １，３２１億円

県外からの
所得（純）

県内雇用者報酬
営業余剰･
混合所得

　２兆６，１１６億円 １，２９９億円 １兆６，９１３億円 ７，９０４億円

支
　
出
　
面

　３兆７，０２９億円 １，７７８億円

県外からの
所得（純）

県内総生産 （支出側）

１兆８，２９７億円

　３兆８，３２８億円 １，２９９億円 ３兆７，０２９億円

１兆９５１億円

△９８３億円

６，９８５億円

分
 

配
 

面

県民雇用者報酬
企業
所得

　２兆６，１１６億円 １兆７，１１０億円 ７，６８５億円

生
　
　
産
　
　
面

県内純生産　（市場価格表示） 固定資本減耗

　３兆７，０２９億円 ２兆７，５９０億円 ９，４３９億円

県内純生産　（要素費用表示）

　２兆７，５９０億円 ２兆４，８１７億円

県外からの
所得（純）

県内総生産 （生産側）

　３兆８，３２８億円 １，２９９億円 ３兆７，０２９億円

２，７７３億円

県民経済計算の相互関連図

（数値は、令和３年度：名目値）

付　　加　　価　　値 　中間投入

　６兆８，１８０億円 ３兆７，０２９億円 ３兆１，１５１億円



  

  

  

  

 
 

  

 

※就業地ベース

　（注）　１　    は財貨・サービスの処分等を、    は所得の処分等を示しています。　
     　 　２　県外からの資本移転は考慮していません。　　　

          ３　記載数字は名目値です。

          ４　端数処理により、内訳の合計が総計と一致しない場合があります。

うち雇用者数 －固定資本減耗 9.4

340 千人

非金融資産の増加 1.6

非金融資
産の増加

436 千人

1.6 県内総資本形成 11.0

 

固定資本減耗

9.4

資　本 就業者数

令和３年度 令和３年度の資本取引

 

＋県外からの所得(純) 1.3
27.2

県外からのその他の
経常移転(純)

県
内
総
生
産

 
（

付
加
価
値
）

37.0

営業余剰・混合所得

7.9

9.4

固定資本減耗

2.8

生産・輸入品に課され
る税－補助金（中央政

府・地方政府）

　県内総生産（生産側） 37.0

　産出額 68.2

－中間投入 31.2

　県民総所得 38.3 貯蓄

6.24.3

　県民総所得 38.3

最終消費支出

68.2 31.2 　在庫変動 △ 0.1

市
場
価
格
表
示
の

県
民
所
得

最
終
消
費
支
出

16.9

県内雇用者報酬

要
素
費
用
表
示

の
県
民
所
得

9.4

固定資本減耗
地方政
府分

1.1

31.5

68.2 65.0

産出額 中間消費
県内総資本形成 11.0 財貨・サービス

の移出入（純）
+統計上の不突
合

＋統計上の不突合 △ 1.0

　総固定資本形成 11.0
　県内総生産（支出側） 37.0

0.8 ＋県外からの所得(純) 1.3

　最終消費支出 25.3
費用負担に関する集計量

＋県内総資本形成 11.0

令和３年度山梨県経済の循環　（名目）

（単位：千億円）

　現実最終消費

＋財貨・サービスの移出入
（純）

1.8

中間投入 現実最終消費
便益享受に関する集計量

 家計現実最終消費 22.6
31.2

県内総資本形成

　最終消費
 政府現実最終消費 2.7

25.3

25.3最終消費支出

18.3　民間最終消費支出

7.0　地方政府等最終消費支出

県
民
可
処
分
所
得

11.0

県外からの
所得(純)

1.3

26.1
25.3

財貨・サービスの供給

県

外

(参考)現実最終消費

財貨・サービスの需要

県 外

(参考)県内総生産（支出側）
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労働

生
産
要
素
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投
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県

外

資本 (参考)非金融資産の増加

県

外

要素費用表示：労働、土地、資本の生産要素の費用

(雇用者報酬、財産所得、営業余剰・混合所得)

市場価格表示：市場で取引される価格

財貨・サービスの供給

県

外

(参考)現実最終消費

財貨・サービスの需要

県 外

(参考)県内総生産（支出側）

(参考)県内総生産（生産側）

労働

生
産
要
素
の
投
入

県

外

資本 (参考)非金融資産の増加

県

外

要素費用表示：労働、土地、資本の生産要素の費用

(雇用者報酬、財産所得、営業余剰・混合所得)

市場価格表示：市場で取引される価格
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１ 国民経済計算 
 

令和３年度の国内総生産は、名目では５５０兆５，３０４億円で、対前年度増

加率（＝名目経済成長率）２．４％と２年ぶりのプラス、実質（物価変動を除く

・連鎖方式）では５４０兆７，９６１億円で、対前年度増加率（＝実質経済成長

率）２．５％と３年ぶりのプラスとなった。 

生産面（名目、暦年）では、第一次産業のシェアは１．０％と横ばい、第二次

産業は２６．１％と上昇、第三次産業は７２．９％と低下した。 

分配面の国民所得（要素費用表示）では、対前年度増加率５．５％の３９５兆

９，３２４億円となった。１人当たり国民所得は、同６．０％の３１５万５千円

となった。 

支出面の実質（物価変動を除く・連鎖方式)では、民間最終消費支出が対前年度

増加率１．５％の２８８兆６，１３９億円、政府最終消費支出は同３．４％の 

１１７兆８，２２５億円となった。輸出は同１２．３％の１０３兆７，３１９億

円となり、輸入は同７．１％の１０３兆３，０１７億円となった。 
 

 

 

２ 県民経済計算 

 

 （１）県内総生産（生産側） 

 

（表－１、２、３）（図－１、２、３） 

・県内総生産（生産側）は、名目で総額３兆７，０２９億円、対前年度増加率（＝

名目経済成長率）３．７％（１，３１８億円増）であった。 

・産業別対前年度増加率は、第一次産業８．０％、第二次産業４．０％、第三次産

業２．４％であった。 

・産業別構成比は、第一次産業が１．６％（前年度１．６％）、第二次産業が 

４０．２％（同４０．１％）、第三次産業が５７．８％（同５８．５％）であっ

た。 

・対前年度増加率（３．７％）の主な内訳を見ると、次のとおりである。 

① 製造業が、増加率４．３％、寄与度１．４％であった。 

② 卸売・小売業が、増加率４．８％、寄与度０．４％であった。 

③ 宿泊・飲食サービス業が、増加率△３．１％、寄与度△０．１％であった。 

 

（表－４）（図－４） 

・実質（物価変動を除く・連鎖方式）では、総額３兆６，９３１億円、対前年度増

加率（＝実質経済成長率）４．２％（１，４７３億円増）と、２年連続で国の成

長率を上回った。 

・また、県内総生産のデフレーターは減少し、１００．３となった。 
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 （２）県民所得（分配） 

 

（表－５、６）（図－５） 

・県民所得（要素費用表示）は、総額２兆６，１１６億円で、対前年度増加率は 

８．２％（１，９７５億円増）であった。 

・対前年度増加率（８．２％）の内訳を見ると、次のとおりである。 

① 県民雇用者報酬が、増加率２．９％と２年連続の増加、増加寄与度２．０％

であった。（賃金・俸給が増加した。） 

② 財産所得が、増加率２３．１％と２年ぶりの増加、増加寄与度１．０％であっ

た。（家計、対家計民間非営利団体が増加した。） 

③ 企業所得が、増加率１９．２％と４年ぶりの増加、増加寄与度５．１％であっ

た。（民間法人企業、公的企業が増加した。） 

・項目別構成比は、県民雇用者報酬が６５．５％（前年度６８．８％）、財産所得

が５．１％（同４．４％）、企業所得が２９．４％（同２６．７％）であった。 

（表－６）（図－６） 

・１人当たり県民所得は３，２４３千円で、対前年度増加率８．８％（２６万３千

円増）と３年ぶりの増加であった。また、１人当たり国民所得を１００とした水

準は１０２．８となり、前年度（１００．２）から＋２．６ポイントと２年連続

で増加した。 

  
 
 

（３）県内総生産（支出側） 
 

（表－７、８、９）（図－７、８） 

・県内総生産（支出側）は、名目で総額３兆７，０２９億円、対前年度増加率は 

３．７％（１，３１８億円増)となった。 

・対前年度増加率（３．７％）の内訳を見ると、次のとおりである。 

① 民間最終消費支出は、増加率３．９％と４年ぶりの増加、寄与度１．９％で

あった。（家計最終消費支出の住居・電気・ガス・水道などが増加し、対家

計民間非営利団体最終消費支出は減少した。） 

② 地方政府等最終消費支出は、増加率５．０％と５年連続の増加、寄与度０．９％

であった。 

③ 県内総資本形成が、増加率△３．３％と３年連続の減少、寄与度は△１．０％

であった。（民間企業設備、一般政府などが減少した。) 

・項目別構成比は、民間最終消費支出が４９．４％（前年度４９．３％）、地方政

府等最終消費支出が１８．９％（同１８．６％）、県内総資本形成が２９．６％

（同３１．７％）であった。 
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（参考） 本県経済の概況 

 令和３年度の本県に関連する主な出来事は次のとおりである。    

 

4月 新型コロナワクチンの高齢者への接種が開始 

4月 県内公立小学校１年生に２５人学級を導入 

5月 
政府が「やまなしグリーン・ゾーン認証」をモデルとし、全国自治体

に「第三者認証制度」の導入を呼びかけ 

7月 富士山が山梨県側で２年ぶりに山開き 

7月～8月 
東京 2020オリンピック開催 

（山梨県では自転車競技ロードレースが 7月 24日・25日に開催） 

8月  中部横断自動車道、山梨～静岡全線開通 

8月～9月 
新型コロナウイルス感染症のデルタ株流行（第５波） 

山梨県がまん延防止等重点措置の適用対象に 

10月 第 49回衆議院議員総選挙の実施 

11月 山梨県生誕 150周年 

12月  やまなし食のグリーン・ゾーン応援キャンペーン第１弾開始 

1月～2月 新型コロナウイルス感染症のオミクロン株流行（第６波） 

2月 ロシアによるウクライナへの軍事侵攻開始 

その他 

令和３年１０月１日現在の県の人口は、８０５，３３８人 

為替レート(年度平均)１ドル＝１１２．４円 

観光客実人数 (暦年) １８，３７８千人（８．８％増） 

有効求人倍率（年度平均）１．２６倍（０．２５ポイント上昇） 

甲府市消費者物価指数（暦年平均）１０１．５（０．２％減） 

（資料：山梨県、山梨労働局、日本銀行、新聞各紙） 

（消費者物価指数は平成２７暦年基準） 
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（１）　県内総生産（生産側）図表

表－１　県内総生産（生産側、名目） （単位：億円、％）

増加額

R2年度 R3年度 R3－R2 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度

  1. 農　林　水　産  業 563 609 45 3.6 8.0 1.6 1.6 0.1 0.1

   ①　農　　　業 537 580 44 3.9 8.2 1.5 1.6 0.1 0.1

   ②　林    　業 21 22 1 2.2 4.9 0.1 0.1 0.0 0.0

   ③　水  産  業 6 6 0 △ 10.7 8.6 0.0 0.0 △ 0.0 0.0

  2. 鉱　        　　業 66 66 △ 0 3.5 △ 0.3 0.2 0.2 0.0 △ 0.0

  3. 製　　　造      業 11,864 12,376 511 13.0 4.3 33.2 33.4 3.9 1.4

  4. 電気・ガス・水道・廃棄物処理業 958 908 △ 51 5.9 △ 5.3 2.7 2.5 0.2 △ 0.1

  5. 建　　　設　　　業 2,378 2,433 55 △ 1.7 2.3 6.7 6.6 △ 0.1 0.2

  6. 卸  売 ・ 小 売 業 2,811 2,945 134 △ 6.0 4.8 7.9 8.0 △ 0.5 0.4

  7. 運　輸 ・ 郵 便 業 1,202 1,312 110 △ 18.7 9.1 3.4 3.5 △ 0.8 0.3

  8. 宿泊・飲食サービス業 629 610 △ 19 △ 46.0 △ 3.1 1.8 1.6 △ 1.5 △ 0.1

  9. 情　報　通　信　業 908 910 2 3.5 0.2 2.5 2.5 0.1 0.0

 10. 金　融・保　険  業 940 988 48 △ 2.4 5.1 2.6 2.7 △ 0.1 0.1

 11. 不    動    産  業 3,860 3,833 △ 27 1.3 △ 0.7 10.8 10.4 0.1 △ 0.1

 12. 専門・科学技術、業務支援サービス業 1,985 2,096 111 4.7 5.6 5.6 5.7 0.3 0.3

 13. 公　　　　　　　務 1,671 1,717 46 0.3 2.8 4.7 4.6 0.0 0.1

 14. 教　　　　　　　育 1,567 1,557 △ 10 △ 0.2 △ 0.6 4.4 4.2 △ 0.0 △ 0.0

 15. 保健衛生・社会事業 3,125 3,240 116 △ 1.6 3.7 8.7 8.8 △ 0.1 0.3

 16. その他 の サービス 1,224 1,275 51 △ 11.7 4.2 3.4 3.4 △ 0.5 0.1

 17. 小計(1+2+3+4+5+6+7+8+9+10+11+12+13+14+15+16) 35,752 36,874 1,122 1.0 3.1 100.1 99.6 1.0 3.1

 18. 輸入品に課される税・関税 636 765 129 3.0 20.3 1.8 2.1 0.1 0.4

 19. (控除)総資本形成に係る消費税 676 610 △ 67 3.9 △ 9.9 1.9 1.6 0.1 △ 0.2

 20. 県内総生産(17+18-19) 35,711 37,029 1,318 0.9 3.7 100.0 100.0 0.9 3.7

（再掲）　第　一　次　産　業 563 609 45 3.6 8.0 1.6 1.6 0.1 0.1

　　　　　第　二　次　産　業 14,308 14,874 566 10.2 4.0 40.1 40.2 3.7 1.6

　　　　　第　三　次　産　業 20,880 21,391 511 △ 4.6 2.4 58.5 57.8 △ 2.8 1.4

　注　・第一次、第二次、第三次の各産業合計は、総資本形成に係る消費税等を加除していないため県内総生産と一致しない。

　　　・第三次産業には、非市場生産者(政府及び非営利)を含む。

　　　・本表の増加額、対前年度増加率、構成比及び寄与度は、百万円単位の実数により算出している。

　　　・控除項目である総資本形成に係る消費税については、寄与度を逆符号で示している。

表－２　経済成長率の推移

図－１　経済成長率の推移

項　           目
実　　　　数 対前年度増加率 構成比 寄与度
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4.1
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2.7
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0.6

4.2
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2.7

△0.4

1.7

0.8

1.8

0.2 △0.8

△4.1

2.5

△10.0

△8.0

△6.0

△4.0

△2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

県内実質（連鎖）

国内実質（連鎖）

県内名目

国内名目

%

（単位：％）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

名目 △3.1 2.1 0.4 5.4 △0.4 3.7 2.7 △1.0 0.9 3.7

実質（連鎖） △2.8 2.1 △0.9 4.1 △0.8 4.0 2.7 △1.3 0.6 4.2

名目 △0.1 2.7 2.1 3.3 0.8 2.0 0.2 0.0 △3.5 2.4

実質（連鎖） 0.6 2.7 △0.4 1.7 0.8 1.8 0.2 △0.8 △4.1 2.5

年　度

県内

国内
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図－２ 県内総生産と経済成長率の推移
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表－３　産業別県内総生産（名目）の推移

（単位：百万円）

平成２３年度 46,816 1,130,889 2,027,286 10,382 3,215,373

２４ 48,416 1,043,541 2,011,135 11,417 3,114,509

２５ 46,648 1,098,937 2,021,812 13,886 3,181,283

２６ 42,920 1,119,106 2,019,404 13,245 3,194,675

２７ 46,228 1,229,864 2,089,777 2,511 3,368,380

２８ 53,769 1,184,789 2,121,745 △ 4,121 3,356,182

２９ 55,128 1,267,697 2,159,306 △ 1,567 3,480,564

３０ 55,691 1,344,717 2,172,715 957 3,574,080

令和元年度 54,357 1,298,549 2,188,059 △ 3,372 3,537,593

２ 56,334 1,430,847 2,087,981 △ 4,084 3,571,078

3 60,862 1,487,434 2,139,076 15,483 3,702,855

図－３　名目経済成長率と産業別寄与度の推移

年度 ＼ 項目 第一次産業 第二次産業 第三次産業
輸入品に課される

税・関税等
県内総生産
（生産側）
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

％ 第一次産業 第二次産業

第三次産業 輸入品に課され

る税・関税等
名目経済成長率
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表－４　県内総生産（生産側、実質：連鎖方式） （単位：億円、％）

増加額

R2年度 R3年度 R3－R2 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度

  1. 農　林　水　産  業 496 585 89 1.6 17.9 0.0 0.3 113.5 104.0

   ①　農　　　業 474 564 91 2.0 19.1 0.0 0.3 113.3 102.9

   ②　林    　業 19 16 △ 3 0.3 △ 15.0 0.0 △ 0.0 113.8 140.4

   ③　水  産  業 4 5 1 △ 23.3 22.6 △ 0.0 0.0 150.2 133.1

  2. 鉱　        　　業 64 56 △ 8 0.6 △ 13.0 0.0 △ 0.0 103.5 118.6

  3. 製　　　造      業 12,187 13,129 942 12.0 7.7 3.6 2.6 97.4 94.3

  4. 電気・ガス・水道・廃棄物処理業 924 872 △ 52 3.6 △ 5.6 0.1 △ 0.2 103.7 104.1

  5. 建　　　設　　　業 2,251 2,244 △ 7 △ 2.4 △ 0.3 △ 0.2 △ 0.0 105.6 108.4

  6. 卸  売 ・ 小 売 業 2,676 2,749 72 △ 8.0 2.7 △ 0.7 0.2 105.0 107.1

  7. 運　輸 ・ 郵 便 業 1,111 1,220 109 △ 21.0 9.8 △ 0.9 0.3 108.2 107.6

  8. 宿泊・飲食サービス業 578 583 5 △ 45.9 0.9 △ 1.5 0.0 108.8 104.6

  9. 情　報　通　信　業 961 983 21 4.5 2.2 0.1 0.1 94.4 92.6

 10. 金　融・保　険  業 993 1,082 89 2.4 9.0 0.1 0.2 94.7 91.3

 11. 不    動    産  業 3,881 3,841 △ 39 0.7 △ 1.0 0.1 △ 0.1 99.5 99.8

 12. 専門・科学技術、業務支援サービス業 1,876 1,916 40 4.0 2.2 0.2 0.1 105.8 109.4

 13. 公　　　　　　　務 1,637 1,660 23 1.1 1.4 0.1 0.1 102.1 103.4

 14. 教　　　　　　　育 1,551 1,520 △ 30 0.1 △ 2.0 0.0 △ 0.1 101.0 102.4

 15. 保健衛生・社会事業 3,093 3,244 151 △ 1.9 4.9 △ 0.2 0.4 101.0 99.9

 16. その他 の サービス 1,182 1,214 32 △ 12.8 2.7 △ 0.5 0.1 103.6 105.1

 17. 小計(1+2+3+4+5+6+7+8+9+10+11+12+13+14+15+16) 35,338 36,755 1,416 0.3 4.0 0.3 4.0 101.2 100.3

 18. 輸入品に課される税・関税 633 609 △ 24 2.8 △ 3.8 0.0 △ 0.1 100.3 125.5

 19. (控除)総資本形成に係る消費税 521 464 △ 58 0.0 0.0 △ 0.2 △ 0.2 129.8 131.5

 20. 県内総生産 35,458 36,931 1,473 0.6 4.2 0.6 4.2 100.7 100.3

 21. 開差{20-(17+18-19)} 7 30 23 － － － － － －

　注　・平成２７暦年連鎖価格

　　　・連鎖方式では加法整合性がないため、総数と内訳の合計は一致しない。

　　　・本表の増加額、対前年度増加率、構成比及び寄与度は、百万円単位の実数により算出している。

　　　・控除項目である総資本形成に係る消費税については、寄与度を逆符号で示している。

図－４　経済成長率（名目、実質：連鎖方式）と連鎖デフレーター

項　           目
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（２）　県民所得（分配）図表

表－５　県民所得（分配）

（単位：億円、％）

増加額

項　           目 R2年度 R3年度 R3 - R2 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度

2020 2021 2021 - 2020 2020 2021 2020 2021 2020 2021

１　県　民　雇　用　者　報　酬 16,620 17,110 490 1.7 2.9 68.8 65.5 1.1 2.0

　（1）　賃　金　・　俸　給 14,275 14,723 448 2.0 3.1 59.1 56.4 1.1 1.9

　（2）　雇 主　の 社 会 負 担 2,346 2,388 42 △ 0.3 1.8 9.7 9.1 △ 0.0 0.2

       a  雇 主 の 現 実 社 会 負 担 2,121 2,142 21 △ 1.1 1.0 8.8 8.2 △ 0.1 0.1

       b  雇 主 の 帰 属 社 会 負 担 225 245 20 7.9 9.3 0.9 0.9 0.1 0.1

２　財 産 所 得（非企業部門） 1,073 1,321 248 △ 3.2 23.1 4.4 5.1 △ 0.1 1.0

  　 　a　受　　　　　　　　取 1,292 1,534 242 △ 2.7 18.7 5.4 5.9 △ 0.1 1.0

     　b　支　　　　　　　　払 220 213 △ 7 △ 0.3 △ 2.9 0.9 0.8 0.0 0.0

　（1）　一 般 政 府（地方政府等） △ 70 △ 73 △ 3 △ 13.7 △ 5.7 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.0 △ 0.0

     　a　受　　　　　　　　取 127 116 △ 11 △ 3.1 △ 9.2 0.5 0.4 △ 0.0 △ 0.0

     　b　支　　　　　　　　払 197 189 △ 8 2.2 △ 3.9 0.8 0.7 △ 0.0 0.0

　（2）　家　　　　　　　　計 1,121 1,369 248 △ 2.4 22.2 4.6 5.2 △ 0.1 1.0

     ①　利　　　　　　　子 304 297 △ 7 △ 9.8 △ 2.3 1.3 1.1 △ 0.1 △ 0.0

     　a　受　　　　　　　　取 324 318 △ 6 △ 10.2 △ 1.7 1.3 1.2 △ 0.1 △ 0.0

     　b　支　払（消費者負債利子） 20 21 1 △ 16.8 7.5 0.1 0.1 0.0 △ 0.0

     ②　配　　　当　（受　取） 185 417 232 7.3 125.0 0.8 1.6 0.1 1.0

     ③　そ の 他 の 投 資 所 得 524 538 14 △ 2.3 2.8 2.2 2.1 △ 0.0 0.1

     ④　賃　貸　料　（受　取） 108 117 9 5.4 8.7 0.4 0.4 0.0 0.0

　（3）　対家計民間非営利団体 22 26 4 △ 0.3 17.6 0.1 0.1 △ 0.0 0.0

     　a　受　　　　　　　　取 25 28 3 △ 4.0 15.3 0.1 0.1 △ 0.0 0.0

     　b　支　　　　　　　　払 3 3 0 △ 24.4 △ 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0

３　企 業 所 得（企業部門） 6,448 7,685 1,237 △ 10.8 19.2 26.7 29.4 △ 3.2 5.1

  （1）　民　間　法　人　企　業 3,909 5,157 1,248 △ 18.3 31.9 16.2 19.7 △ 3.5 5.2

　　　a　非金融法人企業 3,728 4,813 1,085 △ 19.7 29.1 15.4 18.4 △ 3.7 4.5

　　　b　金　融　機　関 181 343 162 28.9 89.3 0.8 1.3 0.2 0.7

  （2）　公　  的    企    業 △ 25 46 71 △ 116.6 288.9 △ 0.1 0.2 △ 0.1 0.3

　　　a　非金融法人企業 26 60 34 △ 46.5 130.9 0.1 0.2 △ 0.1 0.1

　　　b　金　融　機　関 △ 50 △ 13 37 15.6 73.3 △ 0.2 △ 0.1 0.0 0.2

  （3）　個　　人　　企　　業 2,563 2,482 △ 81 4.5 △ 3.2 10.6 9.5 0.4 △ 0.3

　　　a　農 　林　 水　 産　 業 248 266 18 34.1 7.3 1.0 1.0 0.3 0.1

　　　b　その他の産業（非農林水産・非金融） 799 763 △ 36 4.9 △ 4.5 3.3 2.9 0.1 △ 0.1

　　　c　持　　　　ち　　　　家 1,516 1,453 △ 63 0.6 △ 4.2 6.3 5.6 0.0 △ 0.3

県民所得（要素費用表示）（１＋２＋３） 24,141 26,116 1,975 △ 2.2 8.2 100.0 100.0 △ 2.2 8.2

　　　　　注　・本表の増加額、対前年度増加率、構成比及び増加寄与度は、百万円単位の実数により算出している。

　　　　　　　・控除項目である財産所得の支払については、増加寄与度を逆符号で示している。

実　　　　数 対前年度増加率 構成比 寄与度
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　　表－６　県民所得（分配）の推移

１人当たり １人当たり

年度 ＼ 項目 県民所得 国民所得

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （千円） （千円） 

平成２３年度 1,521,503 107,910 666,054 2,295,467 2,677 2,798

平成２４年度 1,542,337 99,422 585,637 2,227,396 2,613 2,808

平成２５年度 1,548,322 103,010 689,053 2,340,385 2,762 2,925

平成２６年度 1,573,585 98,626 562,142 2,234,353 2,656 2,961

平成２７年度 1,565,289 106,127 689,606 2,361,022 2,828 3,089

平成２８年度 1,583,789 99,521 651,840 2,335,150 2,811 3,089

平成２９年度 1,597,701 100,657 751,095 2,449,453 2,967 3,157

平成３０年度 1,660,641 109,693 741,851 2,512,185 3,061 3,181

令和元年度 1,634,711 110,844 722,679 2,468,234 3,028 3,177

令和２年度 1,662,021 107,294 644,807 2,414,122 2,980 2,975

令和３年度 1,711,032 132,112 768,487 2,611,631 3,243 3,155

　　図－５　県民所得（分配）の推移

　　図－６　１人当たり県民所得・国民所得の推移
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 （３）　県内総生産（支出側）図表

 表－７　県内総生産（支出側、名目）

（単位：億円、％）

増加額

R2年度 R3年度 R3-R2 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度

１ 民間最終消費支出  17,610 18,297 687 △ 4.7 3.9 49.3 49.4 △ 2.4 1.9

 (1) 家計最終消費支出 17,055 17,763 709 △ 5.2 4.2 47.8 48.0 △ 2.7 2.0

    a　 食料・非アルコール飲料 2,772 2,827 56 △ 1.3 2.0 7.8 7.6 △ 0.1 0.2

    b　 アルコール飲料・たばこ 520 562 42 5.9 8.1 1.5 1.5 0.1 0.1

    c 　被服・履物 535 524 △ 11 △ 9.4 △ 2.0 1.5 1.4 △ 0.2 △ 0.0

    d 　住居・電気・ガス・水道 4,759 5,066 308 0.2 6.5 13.3 13.7 0.0 0.9

    e 　家具・家庭用機器・家事サービス 787 828 41 5.4 5.1 2.2 2.2 0.1 0.1

    f 　保健・医療 698 706 9 △ 0.5 1.2 2.0 1.9 △ 0.0 0.0

    g　 交　通 1,528 1,594 66 △ 18.2 4.3 4.3 4.3 △ 1.0 0.2

    h   情報・通信 1,036 1,031 △ 5 6.3 △ 0.5 2.9 2.8 0.2 △ 0.0

    i   娯楽・スポーツ・文化 1,033 1,108 75 △ 7.2 7.3 2.9 3.0 △ 0.2 0.2

    j   教育サービス 192 168 △ 24 △ 11.4 △ 12.5 0.5 0.5 △ 0.1 △ 0.1

    k   外食・宿泊サービス 861 830 △ 31 △ 27.8 △ 3.6 2.4 2.2 △ 0.9 △ 0.1

  　l   保険・金融サービス 966 1,035 68 △ 3.9 7.1 2.7 2.8 △ 0.1 0.2

  　m   個別ケア・社会保護・その他 1,368 1,485 116 △ 11.2 8.5 3.8 4.0 △ 0.5 0.3

（再掲）

　　 家計最終消費支出(除く持ち家の帰属家賃) 13,460 14,142 682 △ 6.7 5.1 37.7 38.2 △ 2.7 1.9

　　持ち家の帰属家賃 3,594 3,621 27 0.8 0.7 10.1 9.8 0.1 0.1

 (2) 対家計民間非営利 556 534 △ 22 17.7 △ 4.0 1.6 1.4 0.2 △ 0.1

　　 団体最終消費支出 

２ 地方政府等最終消費支出   6,651 6,985 334 1.5 5.0 18.6 18.9 0.3 0.9

  (1)       県　 1,770 1,907 137 0.3 7.7 5.0 5.2 0.0 0.4

  (2) 市    町    村 2,530 2,653 123 5.7 4.9 7.1 7.2 0.4 0.3

  (3) 地 方 社 会 保 障 基 金 2,351 2,425 74 △ 1.8 3.2 6.6 6.5 △ 0.1 0.2

(再掲）家計現実最終消費 21,652 22,594 941 △ 3.7 4.3 60.6 61.0 △ 2.4 2.6

　　　 政府現実最終消費 2,609 2,688 79 3.2 3.0 7.3 7.3 0.2 0.2

３ 県 内 総 資 本 形 成 11,325 10,951 △ 373 △ 8.3 △ 3.3 31.7 29.6 △ 2.9 △ 1.0

  (1) 総固定資本形成 11,379 11,046 △ 333 △ 7.0 △ 2.9 31.9 29.8 △ 2.4 △ 0.9

   ａ　民          間 8,835 8,767 △ 68 △ 9.6 △ 0.8 24.7 23.7 △ 2.7 △ 0.2

    (ａ) 住          宅 1,167 1,251 84 △ 7.3 7.2 3.3 3.4 △ 0.3 0.2

    (ｂ) 企  業  設  備 7,668 7,517 △ 152 △ 10.0 △ 2.0 21.5 20.3 △ 2.4 △ 0.4

 　ｂ　公          的 2,544 2,278 △ 265 3.3 △ 10.4 7.1 6.2 0.2 △ 0.7

    (ａ) 住          宅 21 25 4 △ 54.3 18.7 0.1 0.1 △ 0.1 0.0

    (ｂ) 企  業  設  備 366 344 △ 22 9.3 △ 5.9 1.0 0.9 0.1 △ 0.1

    (ｃ) 一般政府（中央政府等・地方政府等） 2,157 1,909 △ 248 3.7 △ 11.5 6.0 5.2 0.2 △ 0.7

  (2) 在 庫 変 動 △ 54 △ 94 △ 40 - - △ 0.2 △ 0.3 △ 0.5 △ 0.1

 　ａ　民  間  企  業 △ 5 △ 90 △ 84 - - △ 0.0 △ 0.2 △ 0.2 △ 0.2

   ｂ　公  的（公的企業・一般政府） △ 49 △ 4 44 - - △ 0.1 △ 0.0 △ 0.2 0.1

４ 財貨・サ－ビスの移出入（純） 125 795 670 - - 0.3 2.1 6.0 1.9

　 　　　　　　　・統計上の不突合

  (1) 財貨・サ－ビスの移出入（純） 1,571 1,778 207 - - 4.4 4.8 6.8 0.6

  (2) 統計上の不突合 △ 1,446 △ 983 464 - - △ 4.1 △ 2.7 △ 0.8 1.3

５ 県内総生産（支出側） 35,711 37,029 1,318 0.9 3.7 100.0 100.0 0.9 3.7

（１＋２＋３＋４）

（参考）域外からの所得（純） 218 1,299 1,081 △ 51.6 495.5 0.6 3.5 △ 0.7 3.0

（参考）県民総所得 35,929 38,328 2,399 0.3 6.7 100.6 103.5 0.3 6.7

（市場価格表示）
　注　　・本表の増加額、対前年度増加率、構成比及び寄与度は、百万円単位の実数により算出している。

項  　　     目 
実　　　　数 対前年度増加率 構成比 寄与度
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表－８　県内総生産（支出側、名目）の推移
（ 単位 ： 百万円 ）  

　 ③ 総資本形成が、増加率６．３％、寄与度１．５％であった。（民間在庫品増加、公的固定資本形成など
平成２３年度 1,787,984 614,327 987,322 △ 174,260 3,215,373

　　　が増加した。）　
２４ 1,787,874 614,344 957,512 △ 245,221 3,114,509

２５ 1,824,444 617,726 1,043,090 △ 303,977 3,181,283

２６ 1,799,088 627,031 1,076,266 △ 307,710 3,194,675

２７ 1,832,188 638,398 1,150,867 △ 253,073 3,368,380

２８ 1,822,050 633,051 1,150,145 △ 249,064 3,356,182

２９ 1,852,977 646,674 1,199,931 △ 219,018 3,480,564

３０ 1,847,291 650,742 1,265,074 △ 189,027 3,574,080

令和元年度 1,846,921 655,278 1,235,475 △ 200,081 3,537,593

２ 1,761,026 665,090 1,132,474 12,488 3,571,078

3 1,829,696 698,494 1,095,130 79,535 3,702,855

図－７　名目経済成長率と項目別寄与度の推移
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 表－９　県内総生産（支出側、実質：連鎖方式）（平成２７暦年連鎖価格） （ 単位 ： 億円、％ ）  

増加額

R2年度 R3年度 R3-R2 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度 R2年度 R3年度

１ 民間最終消費支出  17,365 17,827 462 △ 4.7 2.7 49.0 48.3 △ 2.4 1.3

 (1) 家計最終消費支出 16,808 17,300 492 △ 5.3 2.9 47.4 46.8 △ 2.7 1.4
    a　 食料・非アルコール飲料 2,645 2,678 33 △ 1.6 1.2 7.5 7.3 △ 0.1 0.1
    b　 アルコール飲料・たばこ 463 477 14 2.3 3.0 1.3 1.3 0.0 0.0
    c 　被服・履物 516 504 △ 12 △ 10.1 △ 2.3 1.5 1.4 △ 0.2 △ 0.0

　 ③ 総資本形成が、増加率６．３％、寄与度１．５％であった。（民間在庫品増加、公的固定資本形成など    d 　住居・電気・ガス・水道 4,881 5,107 226 1.1 4.6 13.8 13.8 0.1 0.6
　　　が増加した。）　    e 　家具・家庭用機器・家事サービス 770 804 34 3.6 4.4 2.2 2.2 0.1 0.1
    f 　保健・医療 708 720 12 △ 0.2 1.6 2.0 1.9 △ 0.0 0.0
    g　 交　通 1,485 1,481 △ 4 △ 17.7 △ 0.3 4.2 4.0 △ 0.9 △ 0.0
    h   情報・通信 1,126 1,166 40 5.7 3.6 3.2 3.2 0.2 0.1
    i   娯楽・スポーツ・文化 985 1,041 56 △ 8.4 5.7 2.8 2.8 △ 0.3 0.2
    j   教育サービス 192 165 △ 27 △ 11.8 △ 14.1 0.5 0.4 △ 0.1 △ 0.1
    k   外食・宿泊サービス 820 781 △ 38 △ 28.1 △ 4.7 2.3 2.1 △ 0.9 △ 0.1
  　l   保険・金融サービス 929 1,001 72 △ 1.9 7.7 2.6 2.7 △ 0.1 0.2
  　m   個別ケア・社会保護・その他 1,325 1,418 93 △ 12.0 7.1 3.7 3.8 △ 0.5 0.3
（再掲）
　　 家計最終消費支出(除く持ち家の帰属家賃) － － － － － － － － －
　　持ち家の帰属家賃 － － － － － － － － －
 (2) 対家計民間非営利 558 528 △ 31 18.4 △ 5.5 1.6 1.4 0.2 △ 0.1
　　 団体最終消費支出 
２ 地方政府等最終消費支出   6,658 6,916 258 2.4 3.9 18.8 18.7 0.4 0.7

  (1)       県　 1,772 1,888 116 1.3 6.6 5.0 5.1 0.1 0.3
  (2) 市    町    村 2,532 2,627 94 6.6 3.7 7.1 7.1 0.4 0.3
  (3) 地 方 社 会 保 障 基 金 2,353 2,401 48 △ 0.9 2.0 6.6 6.5 △ 0.1 0.1

(再掲）家計現実最終消費 － － － － － － － － －
　　　 政府現実最終消費 － － － － － － － － －
３ 県 内 総 資 本 形 成 11,099 10,401 △ 698 △ 8.3 △ 6.3 31.3 28.2 △ 2.8 △ 2.0

  (1) 総固定資本形成 11,153 10,485 △ 669 △ 6.9 △ 6.0 31.5 28.4 △ 2.3 △ 1.9
   ａ　民          間 8,722 8,382 △ 340 △ 9.4 △ 3.9 24.6 22.7 △ 2.6 △ 1.0
    (ａ) 住          宅 1,107 1,104 △ 3 △ 7.8 △ 0.3 3.1 3.0 △ 0.3 △ 0.0
    (ｂ) 企  業  設  備 7,615 7,277 △ 339 △ 9.6 △ 4.4 21.5 19.7 △ 2.3 △ 1.0
 　ｂ　公          的 2,426 2,104 △ 322 2.9 △ 13.3 6.8 5.7 0.2 △ 0.9
    (ａ) 住          宅 20 22 2 △ 54.5 12.5 0.1 0.1 △ 0.1 0.0
    (ｂ) 企  業  設  備 355 323 △ 32 9.4 △ 9.0 1.0 0.9 0.1 △ 0.1
    (ｃ) 一般政府（中央政府等・地方政府等） 2,050 1,758 △ 292 3.2 △ 14.2 5.8 4.8 0.2 △ 0.8
  (2) 在 庫 変 動 △ 61 △ 96 △ 34 △ 151.8 55.6 △ 0.2 △ 0.3 △ 0.5 △ 0.1
 　ａ　民  間  企  業 △ 6 △ 84 △ 78 △ 106.7 1,379.0 △ 0.0 △ 0.2 △ 0.3 △ 0.2
   ｂ　公  的（公的企業・一般政府） △ 49 △ 3 46 △ 260.5 △ 93.4 △ 0.1 △ 0.0 △ 0.2 0.1
４ 財貨・サ－ビスの移出入（純） 336 1,787 1,451 △ 121.6 432.0 0.9 4.8 5.4 4.1
　 　　　　　・統計上の不突合・開差
  (1) 財貨・サ－ビスの移出入（純） － － － － － － － － －
  (2) 統計上の不突合 － － － － － － － － －
５ 県内総生産（支出側）

（１＋２＋３＋４） 35,458 36,931 1,473 0.6 4.2 100.0 100.0 0.6 4.2
（参考）域外からの所得（純）

－ － － － － － － － －
（参考）県民総所得

（市場価格表示） － － － － － － － － －

図－８　県内総生産（支出側）　連鎖デフレーター

注　　・本表の増加額、対前年度増加率、構成比及び寄与度は、百万円単位の実数により算出している。

項  　　     目 
実　　　　数 対前年度増加率 構成比 寄与度
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３　関連指標

項　　　　　　　　　目 単　位 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

１　 名　目　県　内　総　生　産 百万円 3,215,373 3,114,509 3,181,283 3,194,675 3,368,380 3,356,182 3,480,564 3,574,080 3,537,593 3,571,078 3,702,855 １

２　 実質県内総生産（連鎖方式） 百万円 3,293,355 3,199,647 3,265,892 3,236,231 3,367,514 3,342,080 3,476,566 3,571,688 3,526,166 3,545,764 3,693,066 ２

３　 県　民　所　得　（ 分　配 ） 百万円 2,295,467 2,227,396 2,340,385 2,234,353 2,361,022 2,335,150 2,449,453 2,512,185 2,468,234 2,414,122 2,611,631 ３

４　 １ 人 当 た り 県 民 所 得 千円 2,677 2,613 2,762 2,656 2,828 2,811 2,967 3,061 3,028 2,980 3,243 ４

山 ５　 １人当たり民間最終消費支出(名目) 千円 2,085 2,098 2,153 2,139 2,194 2,193 2,245 2,251 2,266 2,174 2,272 ５

６　 県民雇用者１人当たり県民雇用者報酬 千円 4,588 4,626 4,616 4,664 4,614 4,659 4,688 4,863 4,774 4,836 4,957 ６

７　 県内就業者１人当たり県内純生産 千円 5,155 5,015 5,230 5,030 5,291 5,281 5,497 5,687 5,578 5,496 5,687 ７

梨 　①　第　一　次　産　業 千円 1,193 1,298 1,208 1,095 1,300 1,513 1,552 1,549 1,566 1,805 1,893 ①

　②　第　二　次　産　業 千円 5,889 5,444 6,180 5,772 6,281 5,985 6,583 7,222 6,818 7,300 7,820 ②

　③　第　三　次　産　業 千円 5,256 5,225 5,245 5,127 5,291 5,378 5,445 5,461 5,459 5,108 5,170 ③

県 ８　 １ｋｍ2当たり県内純生産 百万円 501 487 509 489 515 514 535 553 543 536 556 ８

９　可住地1km2当たり県内純生産 百万円 2,352 2,289 2,388 2,297 2,406 2,401 2,499 2,585 2,536 2,515 2,609 ９

10  総　　　　人　　　　口 人 857,449 852,320 847,226 841,125 834,930 830,845 825,541 820,712 815,103 809,974 805,338 10

11 世　　　　帯　　　　数 世帯 328,891 330,120 331,329 332,966 330,976 333,262 335,056 337,325 339,481 338,853 341,725 11

12　総　　　　面　　　　積 km2 4,465.37 4,465.37 4,465.37 4,464.99 4,465.27 4,465.27 4,465.27 4,465.27 4,465.27 4,465.27 4,465.27 12

13　可　 住　 地　 面　 積 km2 951.12 951.12 951.12 951.04 955.57 955.57 955.57 955.57 955.57 951.10 951.10 13

1'　名　目　国　内　総　生　産 十億円 500,046.2 499,420.6 512,677.5 523,422.8 540,740.8 544,829.9 555,712.5 556,570.5 556,836.3 537,561.5 550,530.4 1'

国 2'　実質国内総生産（連鎖方式） 十億円 514,686.7 517,919.3 532,072.3 530,195.3 539,413.5 543,479.1 553,173.5 554,546.3 550,131.0 527,388.4 540,796.1 2'

3'　国　民　所　得　（ 分　配 ） 十億円 357,473.5 358,156.2 372,570.0 376,677.6 392,629.3 392,293.9 400,621.5 403,099.1 402,026.7 375,388.7 395,932.4 3'

4'　１ 人 当 た り 国 民 所 得 千円 2,798 2,808 2,925 2,961 3,089 3,089 3,157 3,181 3,177 2,975 3,155 4'

対  前  年  度  増  加  率 　（％）

項　　　　　　　　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

１　 名　目　県　内　総　生　産 △ 3.1 2.1 0.4 5.4 △ 0.4 3.7 2.7 △ 1.0 0.9 3.7 １

２　 実質県内総生産（連鎖方式） △ 2.8 2.1 △ 0.9 4.1 △ 0.8 4.0 2.7 △ 1.3 0.6 4.2 ２

３　 県　民　所　得　（ 分　配 ） △ 3.0 5.1 △ 4.5 5.7 △ 1.1 4.9 2.6 △ 1.7 △ 2.2 8.2 ３

４　 １ 人 当 た り 県 民 所 得 △ 2.4 5.7 △ 3.8 6.5 △ 0.6 5.6 3.2 △ 1.1 △ 1.6 8.8 ４

山 ５　 １人当たり民間最終消費支出(名目) 0.6 2.7 △ 0.7 2.6 △ 0.1 2.4 0.3 0.7 △ 4.0 4.5 ５

６　 県民雇用者１人当たり県民雇用者報酬 0.8 △ 0.2 1.0 △ 1.1 1.0 0.6 3.7 △ 1.8 1.3 2.5 ６

７　 県内就業者１人当たり県内純生産 △ 2.7 4.3 △ 3.8 5.2 △ 0.2 4.1 3.5 △ 1.9 △ 1.5 3.5 ７

梨 　①　第　一　次　産　業 8.8 △ 6.9 △ 9.4 18.7 16.4 2.5 △ 0.2 1.1 15.2 4.9 ①

　②　第　二　次　産　業 △ 7.6 13.5 △ 6.6 8.8 △ 4.7 10.0 9.7 △ 5.6 7.1 7.1 ②

　③　第　三　次　産　業 △ 0.6 0.4 △ 2.3 3.2 1.6 1.2 0.3 △ 0.0 △ 6.4 1.2 ③

県 ８　 １ｋｍ2当たり県内純生産 △ 2.7 4.3 △ 3.8 5.2 △ 0.2 4.1 3.4 △ 1.9 △ 1.3 3.7 ８

９　可住地1km2当たり県内純生産 △ 2.7 4.3 △ 3.8 4.7 △ 0.2 4.1 3.4 △ 1.9 △ 0.8 3.7 ９

10　総　　　　 人 　　　　口 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.7 △ 0.7 △ 0.5 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.7 △ 0.6 △ 0.6 10

11　世　　　　 帯　　　　 数 0.4 0.4 0.5 △ 0.6 0.7 0.5 0.7 0.6 △ 0.2 0.8 11

12　総　　　　 面　　　　 積 0.0 0.0 △ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12

13　可　 住　 地　 面　 積 0.0 0.0 △ 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 0.5 0.0 13

1'　名　目　国　内　総　生　産 △ 0.1 2.7 2.1 3.3 0.8 2.0 0.2 0.0 △ 3.5 2.4 1'

国 2'　実質国内総生産（連鎖方式） 0.6 2.7 △ 0.4 1.7 0.8 1.8 0.2 △ 0.8 △ 4.1 2.5 2'

3'　国　民　所　得　（ 分　配 ） 0.2 4.0 1.1 4.2 △ 0.1 2.1 0.6 △ 0.3 △ 6.6 5.5 3'

4'　１ 人 当 た り 国 民 所 得 0.3 4.2 1.2 4.3 △ 0.0 2.2 0.8 △ 0.1 △ 6.4 6.0 4'

項
目

項
目
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表-10 主要経済指標(参考) 

平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

※製造品出荷額等 山梨県 △ 4.9 △ 9.5 △ 1.7 8.7 15.7 △ 7.4 13.2 2.6 △ 4.9 1.2 7.7 「工業統計調査結果報告」山梨県
(R3)「経済構造実態調査」総務省、経済産業省

全国 △ 2.4 1.9 1.4 4.6 2.4 △ 3.2 6.0 4.4 △ 2.9 △ 6.9 9.1 「工業統計調査結果報告」山梨県
(R3)「経済構造実態調査」総務省、経済産業省

山梨県 1.5 △ 9.0 △ 2.2 10.6 1.7 0.7 17.7 4.8 △ 12.1 △ 3.9 19.5 「山梨県鉱工業指数年報」山梨県

全国 △ 2.8 0.7 △ 0.4 2.0 △ 1.2 0.0 3.1 1.1 △ 3.0 △ 10.4 5.6 「鉱工業指数年報」経済産業省

山梨県 0.3 2.4 0.5 △ 2.2 2.3 10.3 4.6 1.4 △ 4.1 6.6 14.3

全国 1.5 3.4 △ 0.7 △ 1.2 5.2 4.6 0.8 △ 2.4 △ 1.8 0.5 △ 1.1

山梨県 △ 0.5 0.1 0.6 2.7 0.7 △ 0.4 0.3 1.5 0.7 △ 0.5 △ 0.2

全国 △ 0.3 0.0 0.4 2.7 0.8 △ 0.1 0.5 1.0 0.5 0.0 0.3

※国内企業物価指数　総平均 全国 増加率（％） 1.4 △ 0.9 1.2 3.2 △ 2.3 △ 3.5 2.3 2.6 0.2 △ 1.1 4.8 日本銀行時系列統計データ検索サイト

山梨県 △ 6.5 2.5 17.8 △ 10.5 △ 1.3 9.1 △ 2.2 △ 0.1 △ 10.8 △ 4.3 11.6

全国 2.7 6.2 10.6 △ 10.8 4.6 5.8 △ 2.8 0.7 △ 7.3 △ 8.1 6.6

山梨県 △ 4.8 △ 2.7 △ 1.2 0.8 △ 1.2 △ 1.0 △ 0.6 △ 1.8 △ 1.9 0.0 1.0

全国 △ 1.8 △ 0.8 △ 0.4 0.9 0.4 △ 0.9 0.0 △ 0.5 △ 1.3 △ 6.6 0.6

※観光入込客数 （実人数） 山梨県 増加率（％） △ 9.7 16.1 8.5 1.1 4.8 1.9 0.4 17.2 △ 8.1 △ 51.3 8.8 「山梨県観光入込客統計調査結果」

※常用雇用指数 山梨県 1.3 0.5 0.0 0.9 2.1 △ 0.5 0.2 △ 1.7 △ 0.8 △ 1.6 △ 2.5 「毎月勤労統計調査結果報告」山梨県

全国 0.6 0.3 0.4 0.9 1.1 0.8 1.4 0.4 1.3 0.3 △ 0.2 「毎月勤労統計調査」厚生労働省

山梨県 △ 2.5 2.8 △ 6.8 6.3 1.3 △ 1.4 7.6 2.6 △ 4.2 △ 16.3 10.8 「毎月勤労統計調査結果報告」山梨県

全国 △ 0.3 1.0 2.7 3.9 △ 1.0 △ 1.7 △ 0.1 △ 1.1 △ 1.0 △ 13.1 7.4 「毎月勤労統計調査」厚生労働省

山梨県 0.62 0.66 0.82 0.93 1.00 1.23 1.41 1.46 1.37 1.01 1.26

全国 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.39 1.54 1.62 1.55 1.10 1.16

山梨県 4.3 2.3 2.7 2.9 0.0 3.0 3.0 2.2 1.4 13.0 1.9

全国 2.2 3.2 3.3 3.5 4.1 6.2 4.0 1.8 3.0 10.2 3.2

山梨県 △ 1.3 0.8 △ 2.2 △ 0.2 0.4 △ 1.6 2.7 2.7 3.2 11.6 △ 2.4

全国 0.9 2.2 2.5 3.3 2.8 3.0 2.4 2.9 2.1 4.8 1.7

　円の対米ドルレート 全国 円 79.1 83.1 100.2 109.9 120.1 108.4 110.8 110.9 108.7 106.0 112.4

①　※印は暦年値、その他は年度値
②　製造品出荷額等の平成２３年、２７年、令和２年数値は、総務省、経済産業省「経済センサス-活動調査結果（製造業）」
③　各指数は、平成２７暦年基準
④　観光入込客数の平成２３年数値は、H22.4～12月とH23.4～12月の比較
⑤　有効求人倍率は原数値
⑥　円の対米ドルレートは、東京外国為替市場におけるインターバンク（銀行間）相場 中心相場期中平均

日本銀行時系列統計データ検索サイト

「商業動態統計年報」経済産業省

労
　
　
　
働

増加率（％）

　 （事業所規模３０人以上）

※労働時間指数（所定外労働時間数）
増加率（％）

　 （事業所規模３０人以上）

　有効求人倍率 倍
「山梨県の労働市場の動き」
厚生労働省山梨労働局

　年度末預金残高
　（国内銀行）

増加率（％）

　年度末貸出金残高
　（国内銀行）

増加率（％）

金
　
　
融

物
　
価

増加率（％） 「消費者物価指数」総務省

需
　
　
要

　新設住宅着工数 増加率（％） 「建築着工統計調査」国土交通省

※大型小売店販売額
　（既存店）

増加率（％）

※消費者物価指数

項　　目 備　　考

生
　
　
産

増加率（％）

　 （従業者３０人以上の事業所）

※鉱工業生産指数 増加率（％）

※農業産出額 増加率（％） 「生産農業所得統計」農林水産省
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